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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　中間熱交換器を介して結合された原子炉及び熱化学水素製造設備を備えた発電／水素併
産プラントと、水素貯蔵設備、酸素貯蔵設備及び水素燃焼タービン発電設備を備えた水素
燃焼タービンプラントとから構成され、
　前記発電／水素併産プラントには、原子炉からの１次ヘリウムを熱交換器を経てヘリウ
ムガスタービン発電設備に供給して電力発生に使用した後に前記原子炉に戻す1次ヘリウ
ム系閉回路と、前記中間熱交換器からの２次ヘリウムを熱化学法水素製造設備に供給した
後前記中間熱交換器に戻す２次ヘリウム系閉回路とが設けられ、
　前記水素燃焼タービン発電プラントには、前記両貯蔵設備及び前記水素燃焼タービン発
電設備を結ぶ水素及び酸素用のそれぞれの供給回路と、前記水素燃焼タービン発電設備及
び前記熱化学法水素製造設備を結ぶ副生した水の回収回路とが設けられた、負荷変動に対
応可能な原子力発電システムであって、
　電力需要の多い時には、前記水素燃焼タービンプラントで貯蔵した水素及び酸素を用い
て水素燃焼タービン発電設備で発電を行うと共に、前記発電/水素併産プラントでも２次
ヘリウム系回路の切り替え弁を閉じて水素の製造を停止し、原子炉から供給される熱のす
べてを前記ヘリウムガスタービン発電設備に供給することにより、日負荷変動や季節負荷
変動へ対応可能な原子力発電システム。
【請求項２】
　熱化学水素製造設備にＩＳプロセスを使用した、請求項１記載の原子力発電システム。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原子力を用いた発電技術に関するものであり、日負荷変動や季節負荷変動へ
対応可能な原子力発電システムを実現するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来の原子力システムとして最も普及しているのは、軽水型原子炉を用いた軽水炉型原
子力発電システムである。
【非特許文献１】平成16年版、原子力白書、平成17年3月、原子力委員会
【非特許文献２】平成16年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書）、平成17年
5月、資源エネルギー庁情報企画室
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　現在の原子力発電は、ベース電源としての利用が主で、日負荷変動や季節負荷変動へ対
応するための、いわゆるピーク電源としての利用は行われていない。これは、現在最も普
及している軽水型原子力発電システムにおいては、燃料健全性確保の観点から短時間の出
力変更幅が制限されることと、原子力発電設備の資本費が高いために部分負荷運転時の経
済性が悪化することの2点が、主な要因である。
【０００４】
　しかし、原子力の利用範囲の拡大や、それによる地球温暖化ガス放出量の低減のために
は、負荷変動へ対応するためのピーク電源としての利用も進めていくことが望ましい。本
発明は、この課題の解決のために、ピーク電源としての要件である、優れた負荷追従特性
と高い経済性を有した原子力発電システムの実現を目指したものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、直接サイクルヘリウムガスタービン発電設備及び中間熱交換器を介した熱化
学法水素製造設備を高温ガス炉に接続した発電／水素併産プラントと、製造した水素及び
酸素の貯蔵設備を備えた水素燃焼タービン発電プラントを組み合わせた原子力発電システ
ムを構成することにより、前記のピーク電源として利用可能な原子力発電プラントシステ
ムを構築するものである。
【０００６】
　本発明は、具体的には、中間熱交換器を介して結合された原子炉及び熱化学水素製造設
備を備えた発電／水素併産プラントと、水素貯蔵設備、酸素貯蔵設備及び水素燃焼タービ
ン発電設備を備えた水素燃焼タービンプラントとから構成され、前記発電／水素併産プラ
ントには、原子炉からの1次ヘリウムを熱交換器を経てヘリウムガスタービン発電設備に
供給して電力発生に使用した後に前記原子炉に戻す1次ヘリウム系閉回路と、　前記中間
熱交換器からの2次ヘリウムを熱化学法水素製造設備に供給した後前記中間熱交換器に戻
す2次ヘリウム系閉回路とが設けられ、前記水素燃焼タービン発電プラントには、前記両
貯蔵設備及び前記水素燃焼タービン発電設備を結ぶ水素及び酸素用のそれぞれの供給回路
と、前記水素燃焼タービン発電設備及び前記熱化学法水素製造設備を結ぶ副生した水の回
収回路とが設けられた、負荷変動に対応可能な原子力発電システムであって、電力需要の
多い時には、前記水素燃焼タービンプラントで貯蔵した水素及び酸素を用いて水素燃焼タ
ービン発電設備で発電を行うと共に、前記発電/水素併産プラントでも２次ヘリウム系回
路の切り替え弁を閉じて水素の製造を停止し、原子炉から供給される熱のすべてを前記ヘ
リウムガスタービン発電設備に供給することにより、日負荷変動や季節負荷変動へ対応可
能な原子力発電システムである。
【発明を実施するための最良の形態】
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【０００７】
　本発明において採用している発電／水素併産プラントでは、２次ヘリウム系の切り替え
弁の操作により熱化学法水素製造設備の水素製造量とヘリウムガスタービンによる発電量
の比率を自由に変更可能である。そのため、電力需要の少ない夜間等には、ヘリウムガス
タービンの発電量はプラントの所内電力のみとし、残りの原子炉からの熱は中間熱交換器
を介して熱化学法水素製造設備に供給することにより、水を熱化学分解させて水素と酸素
を製造し、それを貯蔵する。
【０００８】
　そして、電力需要の多い昼間等には、貯蔵した水素及び酸素を用いて水素燃焼タービン
発電設備で発電を行うと共に、発電/水素併産プラントでも２次ヘリウム系の切り替え弁
を閉じることにより水素の製造を停止し、原子炉から供給される熱のすべてをヘリウムガ
スタービン発電に用いる。このような運転方法を取ることにより、電力需要の変動に係わ
らず発電／水素併産プラントの原子炉は定格出力を維持しながら、システム全体のアウト
プットとなる発電量としては負荷追従が可能となる。又、熱化学法水素製造の採用により
水素と酸素の両者を同時に製造できることから、両者を燃料とする高効率の水素燃焼ター
ビンを採用可能としていることにより、十分な経済性も有している。
【０００９】
　本発明は、図１に示されるように、発電／水素併産プラントが原子炉、中間熱交換器、
熱化学法水素製造設備及びヘリウムガスタービン発電設備から構成され、又、水素燃焼タ
ービン発電プラントは水素貯蔵設備、酸素貯蔵設備及び水素燃焼タービン発電設備から構
成されている。
【００１０】
　その発電／水素併産プラントにおいては、原子炉からの高温1次ヘリウムが中間熱交換
器を経てヘリウムガスタービン発電設備に供給されて電力発生に使用された後に原子炉に
戻される。又、中間熱交換器で加熱された2次ヘリウムが熱化学法水素製造設備に供給さ
れ、水素及び酸素の製造に使用された後に中間熱交換器に戻される。水素燃焼タービン発
電プラントにおいては、熱化学法水素製造設備で製造された水素及び酸素が、それぞれの
貯蔵設備に貯蔵された後、水素燃焼タービン発電設備に供給されて電力発生に使用される
。
【００１１】
　そこで、電力需要の多い時には、発電／水素併産プラントの2次ヘリウム循環系の切り
替え弁を閉じることにより、1次ヘリウムを全てヘリウムガスタービン発電設備に供給し
て電力供給量を増加させる。又、電力需要の少ない時には、発電／水素併産プラントの2
次ヘリウム循環系の切り替え弁を開くことにより、中間熱交換器で加熱された２次ヘリウ
ムを熱化学法水素製造設備に供給して水素及び酸素を製造し、それぞれの貯蔵設備に貯蔵
する。この貯蔵された水素及び酸素は必要に応じて水素燃焼タービン発電設備に供給され
て電力発生に使用される。特に、電力需要の多い時には、熱化学法水素製造設備の切り替
え弁を閉じることにより操業停止された場合にも、貯蔵された水素及び酸素を水素燃焼タ
ービン発電設備に供給することで発電による電力供給が続行される。
 
【実施例】
【００１２】
　本発明の実施例は図面に示すとおりである。発明者等の試算によると、図面に示したシ
ステム構成において、原子炉の熱出力を６００ＭＷｔ、熱化学水素製造法にＩＳプロセス
を採用することとし、日負荷変動に対応するために１日のうち夜間（２３～７時）に水素
製造、昼間（７時～２３時）に水素燃焼タービン及び水素燃焼タービン及びヘリウムガス
タービンによる発電を行う運転パターンを採用するものとすると、昼間の電力供給量は３
５２ＭＷｅ（内訳：水素燃焼発電７２ＭＷｅ、ヘリウムガスタービン発電２８０ＭＷｅ）
で、発電コストは約５．７円／ｋＷｈと算定された。このコストは、現在ピーク電源とし
て用いられているＬＮＧ火力発電コスト（稼働率８０％で約６．２円／ｋＷｈ、稼働率３
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０％で約８．６円／ｋＷｈ）を大幅に下回り、本発明による原子力発電システムがピーク
電源として使用可能なことを示すものである。
【００１３】
　なお、上記運転パターンはあくまで一例であり、本発明のシステムではユーザのニーズ
に応じて柔軟な運転パターンの採用が可能である。
 [発明の効果]
【００１４】
　本発明により、実施例に示したように、ピーク電源としての要件である、優れた負荷追
従特性と高い経済性を有した原子力発電システムが実現可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の負荷変動に対応可能な原子力発電システムを示す図である。

【図１】
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